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研究成果の概要（和文）：本研究では、従来型環境情報の訴求力の低下と、市民が求めている環境情報の変化に
着目した。現在、自治体などから発信されている情報と市民が求めている環境情報の内容、提供媒体のギャップ
を、それぞれへの調査を通じて明らかにした。また、環境の情報のみでなく、市民が関連してどのような情報を
併せて得たいと考えているのか、その組み合わせ情報を実際に提供された場合に、どのような意識の変化や感想
を持つのか、を「肉消費の削減」を例に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we focused on the decline in appeal of conventional 
environmental information and the change in environmental information demanded by citizens. Through 
surveys, we clarified the gaps between the information and media provided by local governments and 
the contents and media of environmental information that citizens are seeking. In addition to 
environmental information, we investigated what kind of related information citizens want to obtain,
 and what kind of changes in consciousness and impressions they have when they are actually provided
 with the information not only “environmental” but others. We clarified the question using “
reduction of meat consumption” as an example.

研究分野：環境システム

キーワード： 環境行動　持続可能な消費　環境情報

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
市民の環境配慮型への行動変容に向けた情報提供の取り組みは、従来から多くなされてきている。しかし、例え
ば行動自体にも「肉消費の削減」といったような新たなオプションが提示され、また情報の提供媒体にもSNSな
ど新たな媒体が使われるようになる中で、従来型の情報提供の内容や手法は、市民が求めるものと乖離してきて
いると考えられた。本研究ではそのようなギャップを学術的に明らかにすると共に、実際に社会実験を行い、新
たな情報提供の効果を検討したところに、学術的、社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

家庭部門からの温室効果ガス削減に向けては既に様々な取り組みがなされてきている。例え
ば，環境省は 2016年より「COOL CHOICE推進チーム」を立ち上げ，経済界や地方公共団体
等と連携し，家庭・業務部門の温室効果ガス排出量削減のための普及啓発施策を実施してきてい
る。そこでは，脱炭素に向けた「Cool/Warm Biz」「5つ星家電買い換えキャンペーン」「エコ住」
「チョイスエコカー」等の様々なキャンペーンが展開され，具体的な行動案も示されている。「し
んきゅうさん」といった家電買い換えシミュレーションインターフェースや「Cool Choiceアプ
リ」なども提供されている。さらに近年では，「ガラスの地球を救え」プロジェクトとして小中
学生向けのアニメを制作し貸出上映するなど，新しい情報提供を模索している姿勢もうかがわ
れる。このような様々な取り組みは，各地方自治体主体でも継続して実施されており，「エコア
クション宣言」や「エコポイント」，区報や Social Networking Service (SNS) などでの広報の
取り組みが各地域で見られている。しかし，一般市民にこれらのアクションがどれほど届いてい
るかは疑問と言うほかない。自治体等から継続的に提供されてきている環境情報は市民にとっ
て陳腐なものと映ってはいないか。環境意識もプラトー状態にあり，既往の情報提供だけでは，
環境配慮に向けた新たな動機の形成や行動変容が得られない状況にあるのではないか，と考え
られる。 

このような中で，研究仮説として，従来型環境情報の訴求力の低下と、市民が求めている環境情
報の変化に着目し，以下の 1), 2) の仮説を設けた。その上で，どのような情報の組み合わせがど
のような市民に訴求するのか，という研究上の問いに答えることが本研究の大目的である。  

＜研究仮説＞ 

１）従来型の環境情報提供では現市民には訴求しなくなっているのではないか。 

２）現市民が求めている環境関連情報は別種のものなのではないか。 
 
２．研究の目的 
 上述した２つの研究仮説および研究上の問いに答えるために，本研究では，市民が現在どのよ
うな環境リテラシーを持ち、またそのような媒体からどのような情報を求めているのかを明ら
かにする。また、環境の情報のみでなく、市民が関連してどのような情報を併せて得たいと考え
ているのか、その組み合わせ情報を実際に提供された場合に、どのような意識の変化や感想を持
つのか、を明らかにすることを研究目的とした。 

 

３．研究の方法 

3.1 自治体の情報発信の把握 

 第一に、各地方自治体が実施してきている脱炭素に向けた情報発信や，市民参加型取り組みを
網羅的に把握するため，全国 1,788の自治体（47都道府県および 1,741の市町村）の環境部局を
対象に，アンケート調査を実施した。 
 調査票は，1) 環境に配慮した情報発信の現状，2) 市民参加型取り組みの実施状況，3) 取り
組み実施に必要となる資源の充実度，4) 今後の取組に向けた展望，の４つの内容により構成し
た。ここでは自治体の一方向的な環境情報発信および市民参加型の取り組みの現状を把握する
と共に，そのような取り組み実施に必要となるリソースの充実度および，今後さらに力を入れて
いくべきと考える情報発信媒体等を明らかにすることを目的とした。 



1) 環境に配慮した情報発信の現状に関しては，「節電」「節水」「リサイクル」「廃棄物の削減」
「省エネ製品の購入」「公共交通機関の利用」「その他の取組」の 7つに対して，どのような媒体
を用いて情報発信を行っているかを尋ねた。選択肢には「自治体 HP 」「パンフレット」「ポスタ
ー」「セミナーや講演会」「ローカルテレビ」「新聞」「SNS (Social Networking Service)」「自治
体の広報誌」「自治体のアプリ」を設け，これらの他に「なし」と「わからない」を加えた。そ
の上で，各媒体から発信している情報の性質に対して尋ねた。２）市民参加型取り組みの実施状
況に関しては，自治体として実施している場合には，その代表的なものの名称，実施期間，促進
対象行動を尋ねた。その上で，実施したきっかけを，「環境施策に関する補助金の存在」「他の自
治体における成功例」「地区内の環境問題の悪化」「市民からの要望」「その他」から尋ねた。ま
た環境配慮行動促進手法を尋ねた。用いた広報として 1)で尋ねたのと同じ媒体を尋ねると共に，
オフラインの媒体に関しては，その広報場所を「企業」「スーパー・飲食店」「学校」「役所」「そ
の他」から尋ねた。実施した取り組みの結果として，定量的な結果を有している場合には，その
詳細を尋ねた。また，参加者の推移が増加傾向にあるかどうか，また取り組みがうまくいってい
るかどうか，そう思う理由について回答を求めた。3) 取り組み実施に必要となる資源の充実度
に関しては，節電やリサイクルなどの日常的な省エネ行動の定着を後押しするような市民参加
型の取り組みに関わる資源として「人員・担当者 (人的リソース)」「科学的知識・情報」「専門
機関・専門家との連携」「経験知」「予算・金銭的な資源」「関連する課や組織との連携体制」「市
民との連携・コミュニケーション」「首長・組織としての意思決定力」のそれぞれについて，「と
ても充実していると思う」～「とても不足していると思う」の 6件に「わからない」を加えた選
択肢で尋ねた。最後に 4) 今後の取組に向けた展望として，低炭素社会に向けて今後さらに力を
入れて情報発信していきたいと考えている媒体について 1) に挙げた媒体の中から１位～３位
を尋ねると共に，どのような内容を情報発信していきたいかを尋ねた。 
 調査票は，全国 1,788の地方自治体（47都道府県および 1,741の市区町村）を対象に，2020

年 12月 8日に総務課に調査票を郵送し，環境部局への回答を依頼した。調査票には Google Form

での回答 URLおよびその QR (Quick Response) コードを記載し，回答は Google Formを通じて
の回答ないし，調査票に直接記入して返送するかの双方を可能とした。12月 23日を回答期限と
した後，2021年 2月 5日に未回答の自治体に対し再度回答を依頼した。その結果，1,097件（61.4%）
の回答を得た。 

 

3.2 市民の求めている情報の把握 

 第二に、自治体へのアンケートを通じて明らかになった情報提供に関する自治体側の認識
に対して、市民側のが求めている情報および媒体を明らかにすることを目的に、調査を実施した。
市民を対象とした調査票は、「市民の基礎情報」「キャンペーンへの参加状況」「自治体との関わ 
り」「提供情報の選好」の 4部構成とした。 
調査は、国内在住の 20代～70代の市民を対象とし、オンラインにて実施した。自治体アンケ
ート結果との対応を分析するため、サンプル数を手厚くする自治体（以下「重点自治体」）を選
定した。選定条件は、自治体アンケートの「キャンペーンの実施状況」において「4.インセンテ
ィブを伴う実践機会提供」に該当するキャンペーンを回答した自治体とした。人口や地域のバラ
ンスを考慮しつつ 24の市区町および 5の県を重点自治体を選定し、サンプル数の不足が予測さ
れる市区町は同市区町内の他年代または隣接市区のサンプルにより補填するよう設計した。調
査は 2021 年 12 月3 日～12 月13 日で実施し、有効回答 40,706件を得た。 
 



3.3 環境情報に付随させるべき情報の評価 

市民の求めている情報を、環境情報のみではなく多面的に評価するため、「肉からのタンパク
源の移行」というテーマを取り上げ、「環境情報」のみでなく、「健康」「動物福祉」「抗生剤の使
用」「植物性タンパク質食品の情報」という異なる情報を消費者に提示し、肉からの移行に対す
る意図が、情報が無い場合に比べどれ程効果的かを評価した。調査は 2021年 6月 5日～6月 9

日に東京都民に対し実施し、2,312名の回答を得た。 

さらに、「食品選択の場である店頭での情報提供の影響評価」を目的として、 1 都 3 県の A

社 10 店舗において、大豆ミートに関する「環境」情報および「健康」情報の簡易版を提供し、
情報の感じ方、店頭での情報提供の感想、店頭で他に知りたい情報を調査した。 

 

４．研究成果 
4.1 自治体の情報発信 
情報発信の有無に関しては，82.0%の自治体が情報を発信していると回答した。発信媒体とし
ては，従来型の「自治体の HP」および「自治体の広報誌」による情報提供が他の媒体に比べ多か
った。また，内容としては，廃棄物関連の「リサイクル」および「廃棄物の削減」が多く，これ
らに関しては，「SNS」や「アプリ」の利用も他の内容に比べ多くなっていた。 
 各自治体がそれぞれの媒体からどのような心理要素に訴求した情報を提供しているかについ
ては、「当てはまるものはない」を除くと，「取組の方法に関する情報」と「具体的な取り組みを
指示する情報」が多くなっており，行動意図に直接的に働きかける因子に訴求した情報が主とな
っていた。各媒体別の割合で見てみると，自治体 HPや広報誌といった従来型の媒体では，「取組
の方法に関する情報」が 21.9％(HP), 23.1%(広報誌)であり，「具体的な取り組みを指示する情
報」が 20.9%(HP), 24.8%(広報誌)と高い。一方で，SNSや自治体のアプリといった媒体でのこれ
らの情報割合は 10%前後と低く，今回の調査では十分明らかにできなかったが「当てはまるもの
はない」が最も多くなっていた。 
 多くの自治体において，市民向け環境情報および市民参加型キャンペーンの情報発信は，従来
型の「自治体 HP」ないし「自治体広報誌」を主としており，またこのような情報発信を引き続き
使用し続けようという意図が調査結果から伺われた。市民とのコミュニケーションにおいては，
一方向ではなく双方向のコミュニケーションの必要性が様々な分野で指摘されてきている。「自
治体の HP」は目的があって見ようとする人のみがアクセスする媒体であり，また，「自治体広報
誌」も主に一軒家に配布され，それ以外は興味を持つ人が自主的に手にするのみである。そのた
め，これらの媒体は幅広く市民に環境情報を発信したり環境行動への参加を促す媒体としては
適していない。SNSは新たな媒体として注目されてきており，また多くの自治体が取り組んでき
ている。しかし，フォロワー数が少ないケースが散見され，使用方法には課題が残る。市民参加
型キャンペーンを実施していた自治体において，特に積極的な取り組み状況が見られた自治体
群においては，新たに力を入れたい情報媒体に「セミナーや講演会」が挙げられていた。一部の
興味のある層にのみ訴求するという意味では，やはり課題がある一方で，より直接的に興味のあ
る市民に訴えかけ，その中で双方向の意見交換も可能な媒体として模索されているのではない
かと考えられた。 
 

4.2 市民の求める情報源 
キャンペーンへの参加意欲が高まる要素として情報としては「具体的な行動方法」「各行動の
節約額などの効果」、キャンペーンへの参加意欲が高まる行動介入としては「商品券や特産品が



もらえる」「結果のフィードバック」などが多く選ばれた。無関心層では「好きな有名人に会え
る」の選択率が高くなった。また、今後さらなる情報発信を希望するメディアとして最も多く選
択されたのはローカルテレビで、広報誌・ホームページと続いた。 
自治体アンケートにおいて 3 番目に多く選ばれた SNSの選択率は全体的に低かったが、SNSの
中では LINEによる情報発信を求める声が最も多く上がっていた。 
自治体と市民それぞれへのアンケート調査を通じて、自治体から市民への情報提供は適切に
機能していない部分が多いことが明らかとなった。自治体側は現在の情報発信を継続する意向
を持っている一方、自治体から積極的に情報を収集している市民は少なく、情報収集するメディ
アについても自治体側との相違があることが明らかになった。また、自治体が実施するキャンペ
ーンへの参加率は 16.8%と低く、大半は「キャンペーンの存在を知らなかった」による理由であ
り、積極的な環境情報の発信を行う重点自治体においてもキャンペーンに参加したことがある
市民の割合は全国平均と同程度であった。 
 

4.3 環境情報とその他の情報の評価 

「肉の消費を減らす」行動意図に対する情報提供の効果としては、「環境」と「健康」の情報
が最も効果が高く、「植物性タンパク質食品の情報」の効果は他情報と比較して低かった。また、
全内容で情報は行動規定要因の中で社会規範に最も働きかけていた。更に、情報提供があった場
合、社会規範から行動意図への相関はコントロールと比較して高くなり、情報は社会規範から行
動意図への結びつきも強化したといえる。 
同結果を受けて、「環境」と「健康」の情報を併せて実際に商品選択をする店頭で提供したと
ころ、「商品選択の助けになる」「健康/環境に関する情報を知れて嬉しい」といった意見が多く
聞かれ、これらの情報が好意的かつ有意義な情報と捉えられることが示された。 
 

これらの取り組みを通じて、現状での自治体等からの発信情報と市民が求める情報のギャッ
プを明らかにすると共に、環境情報に付随して市民の求める情報を提供することの効果につい
てケーススタディを通じて示した。 
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